
令和６年度介護報酬改定について





管理者の兼務要件の緩和について

ただし、

• 各職務において業務に支障がないこと

• ３種類を超える職務を兼務しないこと



居宅介護支援事業所の介護予防支援の指定について

○ 令和6年4月1日施行の介護保険法改正により、居宅介護支援事業所に

おいても介護予防支援事業所の指定が可能に

※ 総合事業の介護予防ケアマネジメントは、引き続き、市町村から

地域包括支援センターへの委託となるため、現行どおり地域包括支

援センターから居宅介護支援事業所への再委託で実施が必要





居宅介護支援事業所の介護予防支援の指定について

○指定手続について

【ホームページ【新規指定】介護予防支援事業所の指定について（指定
居宅介護支援事業所）】
https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000324791.html

○よくある質問について

【ホームページ 指定介護予防支援の対象拡大に関するQ＆A】
https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000325313.html

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000324791.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000325313.html


高齢者虐待防止措置未実施減算

【全サービス対象(居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く。）】

福祉用具貸与、居宅介護支援は届出不要

○次項の要件を満たさないは令和6年4月1日から減算

※訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーションは

令和6年6月1日から減算

○所定単位数の100分の1に相当する単位数が減算



高齢者虐待防止措置未実施減算

【要件】

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期

的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること

② 虐待の防止のための指針を整備すること

③ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること

④ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと

⑤「高齢者虐待防止措置実施の有無」について「2:基準型」の区分で届出を行っている

こと

※居宅介護支援については届出の必要はないが、要件を満たさない場合は令和6年4月1日から請求
時に減算を適用すること

※福祉用具貸与は令和9年4月1日から適用が開始予定



業務継続計画未策定減算

【全サービス対象(居宅療養管理指導、特定福祉用具販売除く。）】

居宅介護支援、介護予防支援は、届出不要

○「業務継続計画策定の有無」について次項の要件を満たさない場合、令和6年4月1日

から減算（通所リハビリテーションは令和6年6月1日、訪問系サービス※、福祉用具

貸与は令和7年4月1日から減算）

○施設・居住系サービスは所定単位数の100分の3、その他サービスは所定単位数の100

分の1に相当する単位数が減算



業務継続計画未策定減算

【要件】

① 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること

② 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること

③ 「業務継続計画策定の有無」について、「2:基準型」の区分で届出を行っていること

※訪問系サービス：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護

※居宅介護支援及び介護予防支援については届出の必要はないが、要件を満たさない場合は令和７年4月1

日から請求時に減算を適用すること



身体拘束廃止未実施減算（R7.4.1～適用開始分）

【短期入所系サービス、多機能系サービス対象】

○「身体拘束廃止取組の有無」について次項の要件を満たさない場合、短期入所系サー

ビス、多機能系サービスについても令和７年4月1日から減算

○所定単位数の100分の1に相当する単位数が減算

※短期入所系サービス：短期入所生活介護、短期入所療養介護

多機能系サービス：小規模多機能型居宅介護（短期利用型含む）、看護小規模多機能

型居宅介護（短期利用型含む）



身体拘束廃止未実施減算

【要件】

① 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録すること

② 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を3月に1回以上開催するとともに、その結果

について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ること

③ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること

④ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること

⑤「身体拘束廃止取組の有無」について、「2:基準型」の区分で届出を行っていること



同一建物減算（１２％減算）

１ 判定期間、京都市への提出期限、減算適用期間について

２ 提出方法等

全ての訪問介護事業所は、毎年度、前期及び後期に計算書により、サービス（訪問介護、介護型ヘルプ、
生活支援型ヘルプ、支え合い型ヘルプ）ごとに、当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提供した利
用者のうち、同一敷地内建物等に居住する利用者の割合を計算し、減算が必要かどうか判定

計算の結果、90％以上となった場合は必要書類を提出

（１）提出期限

上記１「介護ケア推進課への提出期限」参照

（２）提出書類

・訪問介護、訪問型サービスにおける同一建物減算に係る計算書（別紙様式１０）

（３）提出方法 スマート申請（電子申請）

区分 判定期間 介護ケア推進課への提出期限 減算適用期間

前期 ３月１日～８月３１日 ９月１５日（必着） １０月１日～翌年３月３１日

後期 ９月１日～翌年２月末日 ３月１５日（必着） ４月１日～９月３０日



同一建物減算（１２％減算）

３ 正当な理由について

減算の適用を受けない正当な理由については、以下のとおり

a：特別地域訪問介護加算を受けている事業所である場合

b：判定期間の一月当たりの延べ訪問回数が２００回以下であるなど事業所が小規模である場合

c：その他正当な理由と都道府県知事が認めた場合

４ 留意事項

（１）提出期限を１日でも過ぎた場合は、たとえ正当な理由がある場合でも減算適用

（２）サービスごとに計算してください

例：訪問介護と介護型ヘルプサービスを実施している場合、合算せずに、サービスごとに９０％を超

えるかを判定

（３）新たに減算が適用となる場合又は減算の適用がなくなる場合は、体制等に関する届出書及び体制

等状況一覧表の提出が必要

【ホームページ 訪問介護事業所における同一建物減算（12％減算）について】

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000333890.html

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000333890.html


介護職員等処遇改善加算について（主な変更点）

○ 従来の３つの加算を一本化

○ 令和６年度に２.５％、令和７年度に２.０％のベースアップへと確実につながる

よう加算率の引上げ

○ 介護職員への配分を基本としつつ、事業所内での柔軟な職種間配分が可能に

○ 月額賃金改善要件及び職場環境等要件の経過措置あり（令和7年度末まで延長）

制度の詳細は以下を参照

本市ホームページ【介護職員処遇改善加算等】

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000201291.html

厚生労働省ホームページ【介護職員の処遇改善】

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202201_42226.html

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000201291.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202201_42226.html


【参考】介護職員等処遇改善加算について（相談窓口）

【計画書・実績報告書作成、加算取得に関する相談窓口】

〇株式会社エイデル研究所（府受託会社）

TEL：075-253-0201

【加算制度に関する問い合わせ先】

〇介護職員等処遇改善加算等 厚生労働省相談窓口
TEL：050-3733-0222（受付時間9時00分~18時00分（土日含む））

【取得支援セミナー・個別相談会（京都府）】

京都府において、処遇改善加算等の疑問・不安の解消を目的に、セミナーや相談会を実施。

令和７年度も実施予定。詳細は決まり次第、京都府ホームページで案内。

○京都府ホームページ
https://www.pref.kyoto.jp/jigyousho/tokuteishoguukaizen.html

https://www.pref.kyoto.jp/jigyousho/tokuteishoguukaizen.html




協力医療機関の届出について

○ 1年に1回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状の急変が生じた場合等の対
応を確認し、当該医療機関の名称等について指定権者に届け出ることが義務付け

【提出方法】

スマート申請（オンライン申請）

【提出様式】

協力医療機関に係る届出書（別紙１ or 別紙３）

【提出期限】

令和７年９月３０日（火）

※介護老人保健施設及び介護医療院は、協力医療機関の変更前に、許可申請が必要

本市ホームページ
https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000330556.html

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000330556.html


介護報酬改定時の加算届に関する注意事項

〇介護給付費算定に係る体制等に関する届出書の提出は必須

→体制等状況一覧表や別紙様式のみ提出されるケースあり

〇介護給付費算定に係る体制等状況一覧表については、新規取得・区分変
更がある項目のみチェックし、変更等がない項目については空欄とする

→例（別紙１ー１－２）

2 6 7 ● ● ● ● ● ● ●

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

□ １　定期巡回の指定を受けていない □ １　なし □ １　なし

□ ２　定期巡回の指定を受けている □ ２　あり □ ２　あり

□ ３　定期巡回の整備計画がある

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 ■ ２ 基準型

特定事業所加算（Ⅴ以外） □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ □ ４ 加算Ⅲ □ ５ 加算Ⅳ

特定事業所加算Ⅴ □ １ なし □ ２ あり

□ １　身体介護

■ 11 訪問介護 □ ２　生活援助

□ ３　通院等乗降介助

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

定期巡回・随時対応サービスに関する
状況

共生型サービスの提供
（居宅介護事業所）

□ １ なし □ ２ あり

各サービス共通 地域区分

共生型サービスの提供
（重度訪問介護事業所）

□ １ なし □ ２ あり

同一建物減算（同一敷地内建物等に居
住する者への提供）

□ １　非該当 □ ２　該当

同一建物減算（同一敷地内建物等に居
住する者への提供（利用者50人以
上））

□ １　非該当 □ ２　該当

同一建物減算（同一敷地内建物等に居
住する者への提供割合90％以上）

□ １　非該当 □ ２　該当

中山間地域等における小規模事業所
加算（規模に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

介護職員等処遇改善加算

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

変更箇所のみチェック



介護報酬改定時の加算届に関する注意事項

〇届出済みの加算等について、算定要件の変更に伴い、再度の届出がない
と、算定不可となるケースがある

→令和6年度報酬改定：介護老人福祉施設の個別機能訓練加算、介護老人保健施設等

の認知症短期集中リハビリテーション実施加算など

※厚生労働省の通知「介護給付費算定の届出等に係る留意事項について」
を必ず確認してください



京都市版ＱＡについて

○ 令和6年度報酬改定に関する質問について、問合せフォームへいただ

いた質問を基に本市ＱＡを作成しております。国の通知及びＱＡ等と併

せて御確認ください

【ホームページ 令和6年度介護報酬改定について（京都市版QA）】
https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000321605.html

※質問の受付は終了しましたが、今後も国からのＱＡ等に基づき、加除

修正を行うため、随時更新を行います

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000321605.html


【参考】報酬改定関連のホームページについて

○ 報酬改定に関して（厚生労働省）

・令和６年度介護報酬改定について
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html

○ 改正までの審議過程等

・厚生労働省 社会保障審議会（介護給付費分科会）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_126698.html

○ 介護報酬の算定構造等

・WAMNET「国保連インターフェース」
https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail-list?bun=020050010

○ 各種最新情報

・WAMNET「介護保険最新情報」
https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail-list?bun=020060090

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_126698.html
https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail-list?bun=020050010
https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail-list?bun=020060090
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